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無料公衆無線LAN整備促進協議会の概要

○空港 ： （一社）全国空港ビル協会、成田国際空港（株）、新関西国際空港（株）、
中部国際空港（株）

○港湾 ： みなとオアシス全国協議会、全国クルーズ活性化会議
○鉄道 ： 東日本旅客鉄道（株）、（一社）日本民営鉄道協会、（一社）日本地下鉄協会
○自動車 ： （公社）日本バス協会、（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会、

（一社）全国レンタカー協会
○道路 ： 東日本高速道路（株）、首都高速道路（株）、全国道の駅連絡会
○宿泊施設 ： （一社）日本旅館協会、（一社）日本ホテル協会、

（一社）全日本シティホテル連盟、全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会
○商業施設等 ： （一社）不動産協会、（一社）日本ショッピングセンター協会、

（一社）日本フランチャイズチェーン協会
○自治体 ： 東京都、福岡市
○通信事業者 ： 無線LANビジネス推進連絡会、（一社）電気通信事業者協会、

（一社）テレコムサービス協会、（一社）日本インターネットプロバイダー協会、
（一社）日本ケーブル連盟

協議会の幹事メンバー（業界団体・企業・自治体） 体制

○ 「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」に基づき、２０２０年までに訪日外国人旅行者数２０００万人を目指すために
は、外国人が一人歩きできる環境の整備が重要である。

○ 総務省と観光庁が協力して、平成２６年８月末に立ち上げた「無料公衆無線LAN整備促進協議会」によって、利用できる場
所のわかりやすさや利用手続きの簡素化を含めて更に取組を推進していく。

3つのプロジェクトチームを立ち上げ、具体的に取組を推進していく。
①整備促進

・企業、自治体等に対する講習会の開催や先進的な取組事例等の共有

②周知・広報
・無料公衆無線LANの利用場所等の情報収集・海外への情報発信
・シンボルマーク（「Japan. Free Wi-Fi」マーク（仮））の導入

③認証の簡素化・一元化
・事業者の枠を超えて、認証の連携による簡素化等を実現する方策の検討・実証実験

「無料公衆無線LAN整備促進協議会」の活動内容（3つのプロジェクトチーム）

整備促進
PT

周知広報
PT

認証連携
PT

幹事会
（方針の決定）

事務局
（総務省、観光庁）

＜第１回幹事会の様子＞
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周知・広報の取組について

②共通シンボルマークの導入

外国人旅行者からの需要の高い無料公衆無線LAN環境について、海外への情報発信と無料公衆無線LANスポット
（利用場所）の「見える化」の取組として共通シンボルマークの導入を行っていく。

①海外への情報発信

＜条件＞
１．利用者の費用

無料
なお、利用手続きの費用も無料であること。
また、接続時は無料で、一定期間を過ぎると有料の契約を促
すものについては対象とする。

２．利用手続き
訪日外国人旅行者が容易に利用できること。
なお、初期画面や同意画面がある場合は、多言語による案内
があること。

○共通シンボルマークデザイン案

訪日外国人旅行者が無料で公衆無線LAN環境を利用できるスポットに対して、視認性を高めるための共通シンボル
マークを導入する。

○スケジュール

周知・広報プロジェクトチームでの検討、幹事会での承認後、
平成27年4月から運用開始を予定

外国人旅行者に対して、無料公衆無線LAN環境に係る情報を幅広く周知・広報するため、ウェブサイトの作成、各種
メディアへの掲出を実施していく。

○ウェブサイトの作成（サイトイメージ）】

日本政府観光局（JNTO）の
ホームページへの掲載

無料公衆無線LAN
スポットの表示・検
索機能

○各種メディアへの掲出（例示）

ガイドブックへの掲載
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多言語対応の改善・強化

外国人旅行者ができるだけ「言葉の壁」を感じることなく訪日旅行を楽しむことができるよう、美術館・博物館、

自然公園、観光地、道路、公共交通機関等における多言語対応について、「観光立国実現に向けた多言語対応

の改善・強化のためのガイドライン」（平成26年3月）に従って、全国各地で多言語対応の改善・強化を図る。

○観光立国実現に向けた
多言語対応の改善・強化に関する調査事業

・「多言語ガイドライン」に従い、地域における多言語
表記の統一性や連続性を確保すべく多言語対応の
改善・強化に関するモデル事業を実施。

・その成果等を基に当該地域での自立的・継続的な
受入環境の整備及び他地域への活用・普及を促進。

・「多言語ガイドライン」を国内外の関係者に効果的
に発信し、多言語対応の改善・強化を促進。

○外国人目線による多言語対応現状調査事業

・運輸局単位で、地域の観光案内看板やパンフレット
等の多言語対応状況を外国人目線で調査し、好事
例や改善例の洗い出しを行うとともに、改善案を地
域に提案。

・外国人目線で洗い出された好事例等を広く周知し、
効果を他地域に波及。

○「多言語対応ガイドライン」を関係者に周知して積極的取組を促進。

○地域における固有名詞の表記、業種内の用語、実際の標識・サイン等とガイドブック・ウェブサイト等、
様々な切り口による統一性・連続性の確保に向けた取組の促進。

○外国人目線を活用して各地域の取組事例を点検して、好事例等を周知。

平成26年度実施事業
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多言語対応の改善・強化に関するモデル事業 実施地域一覧

運輸局 申請組織 構成自治体・実施地域 ＜参考＞ 事業概要（案）

東北 福島県会津若松市 会津若松市
外国人旅行者が伝統工芸等を理解し、体験を楽しむための手助けとして、
多言語で内容を伝えるためのシート等を作成する。

関東 神奈川県横浜市 神奈川県横浜市
主要観光施設の多言語対応の現状について、外国人からの問い合わせ
の実態及び施設における現状を調査し、2020年までに整備すべき課題を
抽出する。

関東
中部

山梨県・静岡県 富士山エリア
固有名詞等に加えて、地場産品の名称についても対訳語一覧を作成し、
両県にまたがる地域について紹介するパンフレット、ウェブサイト等で統
一的な表記を促進する。

中部 愛知県名古屋市
愛知県名古屋市（及び昇龍道を
含む周辺地域）

「なごやめし」及び名古屋地域の土産物の多言語表記の統一化・ブランド
化を図るとともに、交通の結節点（名古屋駅）における多言語表記の現状
について調査する。
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○４地域共通で実施する内容

○４地域個別の特色

地域における固有名詞（地名、施設名称等）の統一性・連続性確保に向け、現在の表記について点検し、
関係者間で協議の上、地域にて統一的に使用する対訳を定める。（地域版多言語ガイドラインの策定）



2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催効果を東京のみにとどめず、地方にも波及させる
ため、訪日外国人旅行者が魅力ある地方を多く訪れ日本の田舎の魅力を体験して貰うべく、オリン
ピック・パラリンピックを梃子に外国人旅行者を自らの地域に呼び込み、外国人旅行者の「おもてなし」
に意欲のある地方の先行的な取組を支援する。

2020年オリンピック・パラリンピックに向けた地方の「おもてなし」向上事業

○地域における外国人旅行者のおもてなしのために必要な受入環境の改善・強化に関する取組について、
先導性や積極性等を考慮し選定した際立った「おもてなし」向上事業を実施する。

〇オリンピック・パラリンピックを契機に、食や古民家、ものづくりなど地域
固有の資源の活用による地域振興・地域経済の活性化
（観光ルートの設定、免税店舗数拡大に対する取組等）

○訪日する障害者の受入に関するバリアフリーのあり方(バリアフリー観
光ルートの設定、障害者を対象とした受入体制の整備等)

○地方空港・港湾の活用や二次交通の充実等による観光地への誘客・流
し込み

〇観光産業の人材育成による、地域における「おもてなし」水準の向上

〇観光案内拠点や観光ガイドの充実 等

切り口の例

○多言語での情報発信など、多言語対応の
改善・強化

○地域資源を活かしたモデルコースやバリア
フリー観光ルートの検討、実証実験の実施

○公共交通機関の利便性向上に向けたモニ
ターツアー造成、実証実験の実施

〇観光関係者等に対する外国人観光客受入
に関するセミナー等による人材育成

○観光案内所の拠点化・ネットワーク化 等

「おもてなし」向上事業

取組例

事業実施地域における
自立的な受入環境整備の推進

地域における受入環境整備の取組を
全国に普及 6



２０２０年オリンピック・パラリンピックに向けた地方の「おもてなし」向上事業 実施地域一覧（１/２）

運輸局 実施地域 構成自治体 事業概要（案）

北海道

釧路湿
原・阿寒・
摩周観光圏
協議会

釧路市
弟子屈町

〇国が推進する「イランカラプテ・キャンペーン」に積極的に協賛する「たんちょう釧路空港」をゲートウェ
イとして、地域の2次交通を活用したアイヌ文化や地域の魅力を活かし、周遊・滞在ルートを構築する。

〇外国人旅行者所有のスマートフォン・タブレット端末等を活用した移動を楽しくする仕組みづくり及び多言
語解説サービスの提供を行うとともに、ホームページやパンフレット等での地域の魅力や外国人旅行者受入
情報の提供を行う。

東北 宮城県 宮城県

〇外国人旅行者受入に関して求められている「おもてなし」の醸成を促進するため、Webサイトを活用し、観
光関係者や観光学科等の学生を対象に「コミュニケーション」、「非常時対応」等に関する「おもてなし研
修（E-learning）」・検定等を実施する。

〇モチベーションアップを図るとともにブランド力のある検定制度を確立する観点からも検定合格者や検定合
格者数が一定数以上の施設等を外国人に周知を図る。

北陸信越

新潟県
新潟県
三条市

新潟県
十日町市

新潟県
新潟県
三条市
新潟県
十日町市

〇地元の「食」や「古民家」、「匠のものづくり」など、外国人によるモニター・フィールド調査を通じて資
源を洗出し、受入関係者等によるワークショップを通じて磨き上げを行うことにより、外国人旅行者に
魅力的な体験型プログラムの構築を行う。

〇受入関係者等に対する「インバウンドマーケットへの理解度向上」等を通じて外国人旅行者に対する「おも
てなし」の向上を図る。

〇中山間地域等の地理的・気候的要因を勘案し、安全・安心の観点に立ったサインシステム等の構築を行う。

中部

静岡県
浜松市

静岡県
浜松市

〇車椅子を利用する訪日外国人旅行者がユニバーサルタクシーを活用して周遊できるよう、外国人・車椅子利
用者によるモニター調査を実施し、問題点・課題点の抽出を踏まえ、利便性向上の取組等を進める。

〇車椅子対応可能施設等をデータベース化し、観光情報と併せたユニバーサルツアーマップを多言語で作成す
るとともに、車椅子でのサイクリングについても検討し、推奨コースを選定するなど、ユニバーサルツーリ
ズム推進に向けた情報提供を行う。

〇当該地域の関係事業者を対象に事業推進啓発セミナーを開催し、ユニバーサルツーリズム推進に向けて意識
醸成を図る。

福井県 福井県

〇訪日外国人旅行者に、日本の「ものづくり」「伝統工芸」を体験してもらうべく、アイビーコンを活用して、
スマートフォンやタブレットに体験・見学施設情報をプッシュ型で発信するモデルを構築する。併せて、店
舗にもアイビーコンを設置し、販売情報を発信することで、見学から販売に繋げる。

〇外国人目線を活用した観光資源発掘モニターツアーを行い、訪日外国人旅行者向けに昇龍道エリアや京都な
どの近隣府県へのアクセス情報を含めた広域ガイドブックを多言語で作成し、周遊性や購買欲を高める。ま
た、モニターツアー参加者に、ツアー終了後に地域の魅力についてSNS等により母国語で情報発信をしても
らい、観光資源のプロモーションを行う。 7



２０２０年オリンピック・パラリンピックに向けた地方の「おもてなし」向上事業 実施地域一覧（２/２）

運輸局 実施地域 構成自治体 事業概要（案）

近畿 和歌山県 和歌山県

〇通訳ガイドの収益向上を目指し、通訳案内士や特区通訳案内士を利用していない、又は利用してい
る個人の外国人旅行者及びインバウンドを扱う旅行会社を対象としたニーズ調査顧客に対する調査
等を踏まえ、地域の観光資源を組み合わせたハイエンド商品の開発を行う。

〇和歌山県が実施している特区通訳案内士育成及びスキルアップ研修と連携した、スキルアップ研修
修了者を対象としたハイレベル研修を実施する。

〇旅行関連企業・メディア等を招聘しモニターツアーの実施による商品の磨き上げを行うとともに、
海外に向けた情報発信や海外旅行サイトへの掲載等を実施する。

中国 鳥取県 鳥取県

〇訪日外国人旅行者に対する観光地としての知名度や二次交通の充実に関して課題を抱えている現状
を踏まえ、タクシーやレンタカーの活用による周遊促進を検討するとともに、「鳥取砂丘」「まん
が・アニメ」などの地域資源の情報提供・モデルコース設定、マップやパンフレット作成等により
訪日外国人旅行者向けに情報発信を行う。

〇訪日外国人旅行者が円滑・快適に移動・滞在する一助とすべく、地域固有の用語を中心に対訳語を
整理して、翻訳アプリ「VoiceTra4U」を試験導入し、今後の活用の検討に繋げる。

四国 香川県
香川県
香川県
高松市

〇外国人観光案内所等における課題やニーズ等を踏まえ、四国周辺地域の外国人観光案内所等との
ネットワーク化（他の観光案内所のサポート及び他の観光案内所へのスムーズな「繋ぎ」等）を図
るとともに、周辺地域のゲートウェイとして、高松駅・高松空港の外国人観光案内所の機能強化を
図る。

九州
佐賀県
嬉野市

佐賀県
嬉野市

〇「佐賀嬉野バリアフリーツアーセンター」において実績のあるバリアフリーツアーの対象を障がい
を持つ外国人旅行者に広げるべく、現地調査、外国人障がい者や関係団体・国内有識者へのヒアリ
ング、モニターツアー等を踏まえ、受入環境整備プランを提案し、今後の整備へと繋げていく。

〇嬉野市における障がいを持つ外国人旅行者の受入環境整備状況（バリア情報の掲載等）についての
情報発信ツールを作成する。
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インドネシア ： 2億 485万人（88.1％）
マレーシア ： 1,714万人（61.4％)

○訪日外国人旅行者数2000万人の高みを目指すためには、インドネシア・マレーシアをはじめとする東南
アジア等からのムスリム旅行者を取り込むことが重要である。

○ムスリム旅行者に対する受入環境の向上が求められる。

→食事や礼拝環境等における情報の入手が困難

→ムスリム旅行者受入に関する知識が不足

・ムスリム旅行者が必要とする情報等の調査
・ムスリムの習慣や、ムスリム旅行者が必要とする基本的な
情報（ノンポーク・ノンアルコール等）の表示の必要性
などを掲載した、受入関係者向けガイドブックの作成

・受入関係者向けの講習会の実施

■現状の課題

・食事や礼拝環境等の情報提供
・ムスリム旅行者受入に関する知識向上
・ムスリム旅行者の受入環境の向上

ムスリム旅行者・受入関係者
双方へ取組

出典：「Pew Research Center’s Forum on Religion ＆Public Life」（2010）

出典：日本政府観光局（JNTO）

（千人）

7月1日 ビザ免除
（IC旅券所持者）

※H26：推計値

マレーシア インドネシア

ムスリム旅行者

受入関係者（宿泊・旅行業者・地方自治体等）

受入関係者に向けた取組

ムスリム旅行者に向けた取組

・ムスリム旅行者に配慮した飲食店や礼拝場所等を盛り込んだ
冊子を作成・配布するとともに、JNTOホームページで紹介

12月1日 ビザ免除
（IC旅券所持者）

現状の課題ムスリム人口と対人口比

インドネシア、マレーシアからの訪日旅行者数推移 今後の対応方針

ムスリム旅行者受入の課題と今後の対応方針
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外国人観光案内所の認定制度について

■認定制度の概要
・外国人旅行者に対して観光案内所のサービスの充実度の「見える化」を実施。 同時に外国人旅行者にPR。
・認定によるブランド化と観光案内所のｶﾃｺﾞﾘｰ別の分類により、外国人観光案内所の機能向上を促進し、
質を保証。

分類 運営の考え方 多言語対応等 求められる立地

ｶﾃｺﾞﾘｰ３
観光案内のゲー
トウェイ

英語を含む３言語以上での対応（英語はスタ
ッフが常駐）ができ、全国の観光や交通の情
報提供ができる。

外国人旅行者が我が国のゲート
ウェイとして最初に訪れる地域ま
たは特に多く訪れる地域

ｶﾃｺﾞﾘｰ２
次の目的地へ
の橋渡し

英語で対応できるスタッフが常駐し、広域の
観光や交通の情報提供ができる。

外国人旅行者が観光の拠点として
多く利用し、ローカルな情報に加え
、次の移動先などの広域的な情報
の提供が求められる地域

ｶﾃｺﾞﾘｰ１ 地域情報の交
流拠点

電話通訳ｻｰﾋﾞｽやボランティアの活用等によ
り英語対応でき、地域内の観光や交通の情
報提供ができる。

外国人旅行者の最終目的地となり
ローカルな情報の提供が求められ
る地域

ﾊﾟｰﾄﾅｰ施設
観光案内を専業としない施設やボランティア団体等により運営
され、必要な基準を満たすもの。

■認定案内所数

■認定案内所シンボルマーク
（商標登録済み）

・ＪＮＴＯにより認定された案内所で
あることを示すシンボルマーク。

・カテゴリー１～３の案内所は、
旅行者の目に付きやすい場所に
掲出する必要あり。

■認定案内所への支援方策の概要

• 利用者数（国籍別）

• 観光案内所の業務上で
困った点、外国人旅行
者から寄せられる主な
要望、課題等

月次レポート 年次レポート

• 設置設備、サービスの
提供状況（チェック式）

• 観光案内所の業務上で
工夫した点や、共有でき
るノウハウ、ツールなど

業務実績レポートを定期的に提出
認定案内所

• 多言語の通訳サービス（電話）等の提供

• 各案内所から集められたノウハウ、ツール等を整理し、
扱いやすいデータ形式で配布

利用者数や設備・サービスの提供状況等を取り
まとめ、観光庁へ報告

• 観光案内所利用者数の統計資
料（時期別、地域別、カテゴリー
別等で整理）

• 外国人観光案内における課題等
を整理した報告書

日本政府観光局
ＪＮＴＯ

政策の企画・立案に必要なデー
タ等の提供

認定期限の設定

覆面調査の実施

外国人旅行者を積極的に受け入れ
る意欲のある地域 【平成２６年１２月現在】

認定案内所全体研修会
ブロック別研修会

分類 合計

カテゴリー３ 18

カテゴリー２ 125

カテゴリー１ 255

パートナー施設 67

合計 465
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外国人観光案内所の機能向上等に向けた取組

【観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014】
○ 日本政府観光局認定の外国人観光案内所のネットワーク拡大・機能強化を図る。特に、外国人旅行者が

我が国を訪れる際のゲートウェイとなる空港や駅等において、全国レベルの観光情報、地図等を旅行者に
提供できる「カテゴリー３」の認定を取得する施設の大幅拡大を目指す。また、外国人旅行者が全国各地で
安心して快適に旅行・滞在してもらえるよう、地方における認定外国人観光案内所の増加を図る。

・ 訪日外国人旅行者が多数訪問し、我が国のゲートウェイとなる空港や駅等に設置の外国人観光案内所に対して、対応
言語や案内範囲の拡充について、地方運輸局を通じた働きかけにより、「カテゴリー３」の案内所が、現行首都圏と京都のみ
だったものが、中部、関西、福岡の各空港や駅等へ拡大するとともに、認定数も7件から18件へと大幅に増加

＜現行＞
・首都圏（成田空港、東京駅、浅草、

羽田空港、都庁） ： ６施設
・京都駅 ： １施設

＜カテゴリー３への申請＞
・首都圏（丸の内、京成上野、羽田空港） ： ３施設
・大阪（関西空港、心斎橋、大阪駅、難波駅） ： ５施設
・名古屋（中部空港、名古屋駅） ： ２施設
・福岡（福岡空港） ： １施設

・ 国土交通省道路局と連携し、「道の駅」における外国人観光案内所の認定取得に向けて、
訪日外国人旅行者の受入に意欲の高い「道の駅」について、外国人観光案内所の認定申請
を促進。（今年度末の認定に向けて審査中）

関西観光情報センター
（関西国際空港内）

道の駅 飛騨街道なぎさ（岐阜県高山市）

「カテゴリー３」の大幅拡大

地方における認定外国人観光案内所の増加

APを踏まえての取組状況
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外国人観光案内所 都道府県別件数（H26.12現在）

都道
府県

合計 ｶﾃｺﾞﾘｰ３ ｶﾃｺﾞﾘｰ２ ｶﾃｺﾞﾘｰ１ ﾊﾟｰﾄﾅｰ施設

既存 今回 既存 今回 既存 今回 既存 今回 既存 今回

北海道 18 11 - - 9 3 9 6 - 2

青森 6 - - - 4 - 2 - - -

岩手 9 1 - - 2 - 7 1 - -

宮城 4 - - - 3 - 1 - - -

秋田 4 - - - 1 - 3 - - -

山形 2 - - - 1 - - - 1 -

福島 5 1 - - - - 5 1 - -

茨城 3 - - - - - 3 - - -

栃木 7 - - - 2 - 3 - 2 -

群馬 3 - - - 2 - 1 - - -

埼玉 3 1 - - - - 3 1 - -

千葉 14 - 2 - 4 - 7 - 1 -

東京 31 15(3) 4 3(3) 15 2 6 5 6 5

神奈川 13 4 - - 5 - 5 2 3 2

山梨 12 - - - 1 - 10 - 1 -

新潟 7 1 - - 2 - 5 - - 1

富山 10 3(1) - - - 1(1) 9 1 1 1

石川 10 10(1) - - 1 1 5 3(1) 4 6

長野 16 7(3) - - 4 3(3) 11 2 1 2

福井 3 - - - - - 3 - - -

岐阜 15 5 - - 2 1 13 1 - 3

静岡 28 7(1) - - 3 1(1) 25 4 - 2

愛知 10 3(2) - 2(2) 5 - 4 1 1

三重 8 6 - - 3 - 5 2 - 4

都道
府県

合計 ｶﾃｺﾞﾘｰ３ ｶﾃｺﾞﾘｰ２ ｶﾃｺﾞﾘｰ１ ﾊ゚ ﾄーﾅー 施設

既存 今回 既存 今回 既存 今回 既存 今回 既存 今回

滋賀 8 3 - - - - 8 - - 3

京都 12 6 1 - 5 1 4 4 2 1

大阪 11 9(3) - 5(3) 4 - 6 2 1 2

兵庫 5 1 - - 3 - 2 1 - -

奈良 6 1 - - 1 - 3 - 2 1

和歌山 2 5 - - 1 - 1 5 - -

鳥取 3 - - - 1 - 2 - - -

島根 4 - - - 1 - 3 - - -

岡山 4 - - - 1 - 3 - - -

広島 14 3(1) - - 3 1(1) 7 2 4 -

山口 4 1(1) - - - 1(1) 3 - 1 -

徳島 2 - - - 1 - 1 - - -

香川 2 1 - - 1 1 1 - - -

愛媛 4 - - - 1 - 2 - 1 -

高知 2 - - - 2 - - - - -

福岡 13 3(3) - 1(1) 7 2(2) 6 - - -

佐賀 4 1 - - - - 4 1 - -

長崎 2 1 - - 2 - - 1 - -

熊本 7 - - - 6 - 1 - -

大分 3 3 - - 2 - - 3 1 -

宮崎 4 3 - - 1 1 3 2 - -

鹿児島 3 1 - - 1 - 2 1 - -

沖縄 5 2 - - 2 - 3 2 - -

合計 365 119
(19) 7 11

(9) 115 19
(9) 210 54

(1) 33 35
※( )内はカテゴリー変更（内数）。今年度別途認定を行う「道の駅」は含まない。

・カテゴリー３：７件→１９件、カテゴリー２：１１５件→１２５件、カテゴリー１：２１０件→２５７件 全体：３６５件→４６５件へ増加
・カテゴリー３、２のない都道府県：８県→６県 へ減少
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訪日外国人旅行者の決済環境の改善
○ 決済環境の改善のため、訪日外国人旅行者のニーズをくみ取って、①海外発行クレジットカード等の
利用店舗等の拡大、②海外発行カード対応ATMの普及、③両替施設の拡充に取り組み。

①クレジットカード等利用 ②海外発行カード対応ＡＴＭ利用 ③両替

◆スマートフォンやタブレット端末を活用した簡易な決済
サービスの事例
○カードリーダー端末とスマートフォン・タブレット等を接続し、

アプリをダウンロードするだけでクレジットカード決済利用
が可能になる簡易な決済端末が複数社からサービス提供。

◆ 中小企業庁と連携した決済端末導入支援

○地域商業自立促進事業（平成27年度当初予算23億円）

◆ 海外発行カード対応ＡＴＭの状況

・2013年12月 みずほ銀行、三菱東京UFJ銀行
三井住友銀行のメガバンク３行

・2014年 6月 イオン銀行
・2014年12月 イーネット（Enet）

「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」
にご賛同いただき、VISA・Master等の海外発行
カード等に対応するＡＴＭの設置に2015年度以
降順次取り組むことを決定。
（イオン銀行は一部対応済）

◆ 外国人観光案内所施設内に両替
カウンターを設置した事例
～台東区浅草～

○「浅草文化観光センター」において、
施設内に 両替カウンターを設置。

◆ 外貨両替制度

・銀行以外の者も自由に外貨の売買を
業務として行うことが可能。

・ただし、１ヶ月の取引合計額が100万円
を超える両替業者は事後報告が必要。

◆コンパクトで多機能な決済機器の事例
○１台でクレジット、デビット、銀聯等によるカード

決済 のほか、各種交通系ＩＣカード、QUICPay、
iD等による電子マネー決済を取り扱うことが可能。 ＜東芝TEC＞

CT-4100シリーズ

◆ 自動外貨両替機の増加
○空港や宿泊施設等の外国人旅行者が

多数訪問する施設において、自動両替
機の導入が増加。

＜福岡空港国際線ターミナル＞＜ホテル京阪 京都＞

関係省庁、団体等と連携し、決済環境の改善に向けて、以下の項目について積極的に実施
・利用可能場所の拡大に向けての推進（導入支援、関係者への働きかけ、優良事例の情報提供等）
・海外ガイドブック等への情報発信

【楽天スマートペイ】

・商店街組織による
決済端末の設置

※平成25年度補正予算「商店街まちづくり事業」を活用し、合計22
の地域において決済端末の導入を決定。現在、平成26年度予算
「地域商業自立促進事業」等の執行中。

国

＜磁気ストライプ方式＞

（各社HPより）

【現状】
○これまで日本の都市銀行ＡＴＭでは、海外発行の

ＶＩＳＡやMasterCard®が利用できないため、訪日外国
人旅行者にとって不便な状況となっていた。

【日本のATMにおけるカードの読み取り方式について】
○カードの読み取り方式の差異（磁気ストライプ方式の違い）

日本…表面磁気ストライプ（ＪＩＳ規格（30年前から変更なし））
海外…裏面磁気ストライプ（ＩＳＯ規格、日本よりも後に開発）

○ゆうちょ銀行
2000年の沖縄サミット時を契機に、ホストコンピュータ
を改修して海外発行クレジットカード等に対応。

○セブン銀行
事業参入時から、海外発行クレジットカード等に対応した
ＡＴＭ使用を採用。

【従来の日本の対応状況】

【Square】 【PayPal】 【Coiney】

＜ICカード対応方式＞
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○荷物の持ち運びの負担を減らし、訪日旅行の利便性や満足度をさらに向上させリピーター客を増やすために、宅配運送サービス
を利用した「手ぶら観光」を促進することが重要。

施策の方向性

○訪日外国人旅行客の７割以上は個人旅行であり、その多くが、自分で荷物を持って日本国内を移動。
○「外国人には日本の宅配運送サービスの信頼性、利便性が浸透していないため、訪日外国人旅行客は宅配

運送サービスをあまり利用していない。」との指摘がある。
→荷物持ち運びの負担感

宅配運送サービスを利用した「手ぶら観光」の促進

「手ぶら観光」促進協議会を設置し以下の取組について検討・実施して多言語で宅配運送サービス
に関する分かりやすい情報提供に努めるとともに、外国人旅行者向けにサービス内容を充実させ、
「手ぶら観光」を実施する。

平成25年度に実施した訪日外国人旅行者に対するアンケート調査及びモニターツアーの結果、手ぶら観光の促進にあたっ
て、以下の課題が明らかとなった。

○実際に利用経験のある人は非常に少ない。（2%程度）
○認知度が低い。（10～20%程度）
○受付カウンターが分かりにくい。
○補償やトラブル時の対応方法等に関する情報提供が不足している。

○共通ロゴマークの公募・選定
○外国語名称の選定
○ホームページの作成
○ＰＲ用パンフレット等の作成
○多言語による外国人旅行者へのサービス説明時に使用できる補助媒体の作成 14



【参考】 「手ぶら観光」の促進に関する事業者による最近の取組み事例

【名称】SAME DAY BAGGAGE DELIVERY

【場所】Tourist Information & Service
（セントレア旅客ターミナルビル2階到着ロビー内）

【営業時間】8:00 ～ 22:00（年中無休）
【運営者】ヤマト運輸(株)
【提供サービス】

・セントレアから、愛知県、岐阜県、三重県のホテル・旅館へ午前11時までの
受付で当日中（18～21時）に手荷物を配送。（一部地域を除く）

・ヤマト運輸の名古屋駅、栄周辺の営業所16ヵ所での引き取りも可能。
・英語・中国語・韓国語の３ヵ国語に対応。
・英語併記の専用送り状を用意し、送り状作成をサポート。

○中部国際空港とヤマト運輸の共同企画

【名称】東京手ぶら観光手荷物預かり処
【場所】東京駅日本橋口
【営業時間】7：00～23：00（年中無休）
【提供サービス】

・東京駅から東京23区へ11時までの受付で当日中（16時～）に手荷物を配送。
7月より羽田空港、9月より成田空港での荷物受け取りサービスを、株式会社
ＪＡＬエービーシーと協業して開始した。

・多言語対応（英語・中国語・韓国語）
・和のテイストを取り入れた店舗イメージと制服を採用。
・おもてなしを重視した訪日外国人への対応。

○佐川急便
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